
２００４年１０月２９日
株式会社　　  東    芝

２００４ 年 度 中 間 決 算 概 要

１．連結の業績 
（単位：百万円）

2004年度上半期 2003年度上半期 前 年 同 期 比 較

（A） （B） (A)-(B)

（注）１．当社の連結決算は米国会計基準に拠っている。
　　　２．連結子会社数は 317社である。

２．単独の業績 
（単位：百万円）

2004年度上半期 2003年度上半期 前 年 同 期 比 較

（A） （B） (A)-(B)

経 常 損 益 15,227 △14,014 29,241 - 53,190 

当 期 純 損 益 2,272 △2,466 4,738 - 19,683 

１株当たり当期純損益 71銭 △77銭 1円48銭 6円12銭 

（中間配当金） （中間配当金） （年間配当金）
普通配当  2円 普通配当  0円 普通配当  3円

● 詳しいお問い合せは 広報室広報担当　電話(03)3457-2100　

2003 年 度
(A)/(B)

売 上 高 2,781,801 2,608,316 173,485 107
％

5,579,506 

50,681 △11,999 62,680 

摘 要

40,554 

- 174,586 

税 引 前 損 益 21,476 △17,601 39,077 - 145,041 

営 業 損 益

- 28,825 

基 本 的 １ 株 当 た り
当 期 純 損 益

2円60銭 △10円00銭 12円60銭 8円96銭 

当 期 純 損 益 8,379 △32,175 

2003 年 度
(A)/(B)

売 上 高 1,332,034 1,459,616 △127,582 91
％

3,013,164 

配 当 金

摘 要
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１．16年9月中間期の連結業績（平成16年4月1日～平成16年9月30日）

(1)連結経営成績

(注) 持分法投資損益       16年9月中間期 百万円 15年9月中間期 百万円
16年3月期 百万円

② 期中平均株式数(連結) 16年9月中間期 株    15年9月中間期 株
16年3月期 株　    

③ 会計処理の方法の変更　　 無
④ 売上高、営業損益、税引前損益、中間（当期）純損益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

(注)期末発行済株式数（連結） 16年9月中間期 株    15年9月中間期 株
 16年3月期 株　    

(3)連結キャッシュ･フローの状況

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 社 持分法適用関連会社数 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規) 社 (除外) 社 持分法 (新規) 社 (除外) 社

２．17年3月期の連結業績予想（平成16年4月1日～平成17年3月31日）

百万円 百万円 百万円

(参考)１株当たり予想当期純損益(通期)

3,216,773,996
3,216,581,475

5,047,789 527,531
4,536,513

百万円

28,825 8.96
－

8,379 － 2.60 －
－ △10.00

2,608,316 △1.0

△9,271

△32,175

76

中間（当期）純損益
（当期）純損益

円　　銭百万円 ％

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純損益

△6,615

円　　銭

－

3,216,665,518

10.5

15円

東 大 名 福 札

財 務 活 動 に よ る

当期純損益

△132,733

754,990

株主資本

234.70

コ ー ド 番 号

55銭

税引前当期純損益

17.1

16.9

124,611

16年3月期

通 期 5,870,000 

売　上　高

317

130,000 

13 15 3

67

キャッシュ・フロー

3,216,803,044

126,474 △107,683

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る

3,216,343,742

問合せ先責任者

上 場 会 社 名

総資産

１株当たり中間

営業損益売　上　高

6.7
百万円 ％

240.66

△21,401 323,269
百万円 百万円

期 末 残 高キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

164.00

税引前損益

174,586

百万円 ％

－50,681
△11,999 － △17,601

％

21,476 －

145,041

百万円

－

16年3月期

百万円

2,781,801

5,579,506

キャッシュ・フロー

16年9月中間期
15年9月中間期

50,000 

代 表 者

774,057
％

4,462,200

株主資本比率

円　　銭

１株当たり株主資本

3,216,531,774

0

322,662 319,277

百万円

△106,080

△189,466

百万円

△50,039 291,099

16年9月中間期
15年9月中間期

16年3月期

15年9月中間期

16年9月中間期
15年9月中間期

16年3月期

①

16年9月中間期

※上記の予想は、作成時点においての経営環境や事業方針などの一定の前提に基づいて作成しており、実
　際の業績は様々な要素により、これらの業績見通しとは異なる結果となる可能性があります。業績予想
　の前提となる想定等につきましては、定性的情報の項をご参照ください。
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企業集団の状況 

 

 当社グループは、当社、連結子会社 317 社及び持分法適用会社 67 社（2004 年 9 月末現在）

により構成され、デジタルプロダクツ、電子デバイス、社会インフラ、家庭電器などの事業

を展開しています。 

 各事業に携わる連結子会社数は、デジタルプロダクツ部門が 65 社、電子デバイス部門が

42 社、社会インフラ部門が 112 社、家庭電器部門が 50 社、その他部門が 48 社となっていま

す。 

 連結子会社数については、2004 年 3 月末に比べ 2 社減少しました。 

 事業系統図は連 10 頁の通りです。 

 

経営方針について 

 

会社の経営の基本方針 

 

 当社は､「人々の夢をかなえ､社会を変える商品･サービスを通してお客様に安心と笑顔を届

け続けること」を当社グループの基本方針としています。そして、時代の先を読み､個の力を

結束させ、機動力をもった経営で高い成長性と安定的な収益性の両立を実現させます。 

 

 また、当社は企業活動を持続的に成長、発展させていくために､価値ある商品を提供し適正

な利潤を追求していくことと同時に、社会に積極的に貢献し、社会からの信頼を獲得してい

くことが不可欠と考えています。当社は､CSR（社会的責任）活動を経営の柱の一つに据え､

「法令や企業倫理を守り、誠実で透明な企業活動を行う」､「より良い地球環境の実現に貢献

する」､「良き企業市民として社会に貢献する」という経営理念を基軸に、当社グループ全体

でCSR活動の強化に取り組んでいます。 

 

会社の利益配分に関する基本方針 

 

 当社は、利益配分については、安定的配当の継続を基本に、当期及び今後の業績等を勘案

して行うこととしています。また、内部留保金については、今後の事業拡大を図るための設

備投資、投融資、研究開発費等に有効活用していきます。 

 

中長期的な会社の経営戦略と目標とする経営指標＊ 

 

 当社は、デジタルプロダクツ、電子デバイス、社会インフラを主力事業領域として位置づ

けています。デジタルプロダクツ及び電子デバイスは成長事業領域としてそれぞれの分野に

おいてトップグループを目指し、社会インフラは安定事業領域として、一層の経営体質強化

を進めつつ、新規事業の開拓やアジア地区を中心としたグローバル展開の拡大等を通じ、安

定的な収益基盤の確立を目指しています。 

 デジタルプロダクツについては、パソコン事業の収益の早期改善に加えて、電子デバイス

との連携を一層強化し、映像、ストレージ（記憶装置）、半導体のコア技術を活かすことによ

り映像事業を新たな収益の柱として強化していきます。次世代薄型ディスプレイパネル SED

を搭載したテレビ、HD DVD（高密度・高精細 DVD）等の東芝ならではの差異化商品を積極的
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に市場投入するとともに、インターネットを利用した販売、サービス等を強化していきます。 

 電子デバイスについては、積極的な経営資源の投入を継続し、今後も当社の成長の柱とし

て強みを伸ばすとともに、デジタルプロダクツとの連携を強化していきます。 

 社会インフラについては、社会インフラ設備の高い需要が見込まれる中国、東南アジア等

での事業の強化、設備のメンテナンス等、サービス事業の強化を進めていきます。 

 家庭電器については、商品企画から製造、販売までの一貫したマーケティング体制のもと

迅速な市場対応を行っていくとともに、海外事業体制も強化していきます。 

 これらの施策の展開によって収益の拡大を図り、2006 年度には売上高 6 兆 2,000 億円、営

業利益 2,800 億円の達成を目指しており、2006 年度末には D/E レシオ（有利子負債、株主資

本比率）100％、ROE（株主資本利益率）10％以上とする計画です。 

 

会社の対処すべき課題＊ 

 

 当社が市場における競争を勝ち抜いて持続的成長を実現していくために、成長を牽引する

当社の技術、商品を戦略商品マップとして取りまとめました。この戦略商品マップに基づき、

AV パソコン「Qosmio」（コスミオ）を既に発売し好評を博していますが、今後とも東芝なら

ではの差異化商品を順次市場に投入していきます。 

複数の事業部門にまたがる技術等については、本社部門が積極的に事業部門を支援するこ

とにより、商品化を加速させます。 

 当社は、時間、コスト、効率の観点から全業務プロセスを見直すことにより、変革を推進

する「Time to Market No.1」活動を推進しています。また、業務効率の改善はもとより、顧

客満足度と経営品質のより一層の向上を図る「MI 運動」を活用して統計的手法を用いて定量

的、具体的に個別目標を設定することにより上記の各施策が着実に実行されるように努めて

います。 

 当社の主たる事業領域においては、高度で先進的な技術が事業遂行上必要である上に、グ

ローバルな激しい競争があり、事業等のリスクに対する適切な対応が必要です。当社が認識

している事業等のリスクのうち主要なものは以下のとおりです。当社は、このようなリスク

を認識した上で、必要なリスク管理体制を整え、リスク発生の回避及びリスク発生時の影響

の極小化に努めています。 

 なお、より詳細な情報については、有価証券報告書をご参照ください。 

・ 国内外の政治・経済の状況、各種規制等 

・ 地震、台風等の大規模災害 

・ 主要市場における製品需給の急激な変動及び価格競争の激化 

・ 生産設備等に対する多額の資本的支出と市場の急激な変動 

・ 当社が他社と提携して推進する事業の成否 

・ 新規事業、研究開発の成否 

・ 金利為替等の金融市場環境の変化 

 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施の状況 

 

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞ 

 

 当社は、経営の効率性、透明性を向上させ、株主の立場に立って企業価値を最大化するこ
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とをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針、目的としています。 

 当社は、1998 年に執行役員制度、1999 年に社内カンパニー制を導入するとともに、2000

年 6 月には任意の指名委員会、報酬委員会を設置し、2001 年 6 月には社外取締役を 3 名体制

とし取締役の任期も 1 年に短縮するなど、改正商法を先取りする形で一連の経営体制の改革

を進めてきましたが、2003 年 6 月に委員会等設置会社に移行しました。移行の狙いは、以下

のとおりです。 

 ①経営の監督機能の強化と透明性の向上 

 ②経営の機動性の向上 

 ③リスク・コンプライアンス体制の更なる強化 

 

 具体的には、取締役等の選任や報酬面では、取締役の選解任議案の内容の決定は指名委員

会が行い、取締役、執行役の個人別の報酬の内容の決定は報酬委員会が行います。また、当

社独自の設計として、執行役社長選解任議案の策定、各委員会委員の選解任議案の策定も指

名委員会が行うこととしています。 

 経営監視面では、経営、業績に影響を及ぼす重要な事項について、執行役等から取締役会、

監査委員会が報告を受ける体制を構築しているほか、内部監査部門として社長直属の経営監

査部を設置し、監査委員会との連携をはかっています。 

 コンプライアンス面では、当社グループならびにその役員および従業員の行動規範として

「東芝グループ行動基準」を制定し、この実施のため、リスク・コンプライアンス委員会を

設置するなど、コンプライアンスに係る体制強化をはかっています。また、リスク・コンプ

ライアンス委員会では、リスク管理に関する全社基本方針・施策も策定しています。 

 監査報酬面では、会計監査法人の報酬改定に当たって、監査委員会と事前協議のうえ、所

定の決裁手続を得るなどの牽制機能を働かせることにより、不適正な決定がなされないよう

に努めています。 

 

＜コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況＞ 

 

(1)会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・

ガバナンス体制の状況 

 

 当社は、2003 年 6 月に委員会等設置会社に移行しましたが、現在、取締役 14 名中、社外

取締役 4 名に、取締役会長、社内出身の監査委員 2 名を加えた 7 名が執行役を兼務しない取

締役となっています。 

 各種委員会の概要については、指名委員会は社内 1 名、社外 2 名、監査委員会は社内 2 名

（常勤）、社外 3 名、報酬委員会は社内 2 名、社外 3 名の取締役をもって構成されており、指

名委員会、報酬委員会の委員長は社外取締役がつとめています。 

 社外取締役のスタフの配置状況については、監査委員である社外取締役 3 名に対して、監

査委員会室スタフ（5 名）がサポートしているほか、社外取締役 4 名に対して、取締役会の

事務局が取締役会開催の都度、事前に付議案件の説明を行っています。 
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 業務執行・監視の仕組み、内部統制の仕組みの模式図は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当社では、取締役会が取締役・執行役の監督を、監査委員会が取締役・執行役の監査を、

経営監査部が業務執行の正当性、結果責任、適法性に関する監査をそれぞれ行っています。 

 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況については、業務執行上、疑義が生じた場合は、

適宜、助言を仰いでいます。 

 

(2)会社と会社の社外取締役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概 

要 

 

 該当事項はありません。 

 

(3)会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間（最近事業年度の

末日からさかのぼって１か年）における実施状況と委員会等設置会社の採用 

 

 2003 年 6 月に委員会等設置会社に移行して以降、2004 年 3 月までに、指名委員会を 2 回、

監査委員会を 11 回、報酬委員会を 2 回開催し、法定事項の決定、報告等を行いました。 

内部監査 
経営監査部 

指名委員会 

監査委員会 

取 締 役 （会） 

代表執行役(社長) 
（取締役兼務） 

監査 

監査 

監督 

選解任 選解任 

報酬委員会 

執 行 役 
（取締役兼務） 

執 行 役 
（取締役非兼務） 

株 主 総 会 

連携 

執 行 部 門 
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経営成績及び財政状態について 

 

経営成績について 

 

当該中間期の業績全般の概況 

 

連 結 

売上高 2 兆 7,818 億円 （107％） 

営業損益 507 億円 （＋627 億円） 

税引前損益 215 億円 （＋391 億円） 

当期純損益 84 億円 （＋406 億円） 

（ ）内 前年同期比較 

 

当上半期の国内経済は、雇用情勢は厳しさが残るものの改善しており、個人消費も緩やか

に増加し、輸出や設備投資も増加するなど、景気は堅調に回復しました。 

 海外の景況は、米国では景気拡大が続き、欧州でも緩やかに回復しました。アジアでは中

国等で景気拡大が続きました。 

 

 こうした環境下、連結売上高は、前年同期比 1,735 億円増加し 2 兆 7,818 億円となりまし

た。連結営業損益については、電子デバイス部門が増益となりデジタルプロダクツ部門、社

会インフラ部門、家庭電器部門も改善した結果、507 億円と前年同期比 627 億円改善しまし

た。 

 この結果、連結税引前損益は前年同期比で 391 億円改善して 215 億円となり、連結当期純

損益も 84 億円と前年同期比で 406 億円の改善となりました。 

 

単 独 

売上高 1 兆 3,320 億円 （91％） 

経常損益 152 億円 （＋292 億円） 

当期純損益 23 億円 （ ＋48 億円） 

（ ）内 前年同期比較 

 

 売上高は、1 兆 3,320 億円で、前年同期比で 1,276 億円の減収となりました。分社化や事

業移管による減少があり、これを除くと実質 9％の増収となりました。経常損益は 152 億円

と前年同期比で 292 億円の改善となりました。当期純損益は 23 億円で、前年同期比で 48 億

円の改善となりました。 

 

 



 

 －連 7－ 

当該中間期のセグメント別（連結）の状況 

 

セグメント 売上高 営業損益 

デジタルプロダクツ 10,649（111％） △128（＋154） 

電子デバイス 6,837（109％） 674（＋408） 

社会インフラ 7,653（105％） △87（ ＋64） 

家庭電器 3,300（105％） 0（ ＋47） 

その他 1,800（ 71％） 41（ △51） 

セグメント間消去 △2,421 7 

合 計 27,818（107％） 507（＋627） 

単位：億円、（ ）内 前年同期比較 

 

＜デジタルプロダクツ部門＞：増収、損益改善 

・ 携帯電話事業は、高機能の高級機種やデザインを重視した機種の新製品投入により増

収となりました。 

・ デジタルメディア事業は、韓国サムスン電子社と光ディスク装置の合弁事業を開始し

たことにより増収となりました。 

・ パソコン事業は、欧米を中心に海外売上の伸長により増収となりました。 

・ 事務用機器事業は、POS システム及びデジタル複合機が伸長したため増収となりました。 

 

＜電子デバイス部門＞：増収、増益 

・ 半導体事業は、デジタル家電用のシステム LSI、個別半導体を中心として需要が増加し、

NAND 型フラッシュメモリも堅調に推移したことにより増収となりました。 

・ ディスプレイ・部品材料事業は、ブラウン管事業や二次電池事業の事業再編等に伴い、

減収となりました。 

・ 液晶事業は、小型モバイルパソコン用液晶ディスプレイや海外向けの携帯電話用液晶

ディスプレイの伸長により増収となりました。 

 

＜社会インフラ部門＞：増収、損益改善 

・ 電力・社会システム事業は、製造業プラント向け電機設備事業の事業移管による売上

減があったものの、発電プラントの増加等により増収となりました。 

・ 社会ネットワークインフラ事業は、電波システムの大形物件や地上デジタル放送設備

の減少等により減収となりました。 

・ 昇降機事業、ソリューション事業、医用システム事業は、いずれも増収となりました。 

 

＜家庭電器部門＞：増収、損益改善 

・家庭電器部門では、ランドリー商品やエアコンの売上増加により増収となりました。 

 

＜その他部門＞：減収、減益 

 ・芝浦メカトロニクス㈱等が持分法適用会社に移行したことにより、減収となりました。 

 



 

 －連 8－ 

当事業年度（通期）の業績全般の見通し＊ 

 

 2004 年度下期の事業環境については、国内においては、輸出増加や設備投資の堅調な拡大

により引き続き回復が続くとみられるものの、個人消費の伸びは緩やかなものに止まり、原

油価格高騰等のリスク要因も想定されます。また、特に米国においては金融引締め政策や原

油価格の高騰、中国では過熱した投資に対する反動など、海外では景気の減速のおそれがあ

ります。さらに、電子デバイス分野については在庫調整が懸念される状況にあり、景気の先

行きにつき予断を許さないものとみています。 

 当事業年度通期の業績見通しについては、前回予想（2004 年 4 月 27 日公表）を一部修正

し、次のとおりといたします。 

連 結 

 売上高 営業損益 税引前損益 当期純損益 

今回修正（Ａ） 5 兆 8,700億円  1,900 億円 1,300 億円   500 億円 

前回予想（Ｂ） 5 兆 8,000億円 1,900 億円 1,100 億円 300 億円 

変動幅（Ａ－Ｂ）        700億円   －   200 億円 200 億円 

前年度実績 5 兆 5,795億円 1,746 億円 1,450 億円 288 億円 

 

単 独 

 売上高 経常損益 当期純損益 

今回修正（Ａ） 2 兆 8,900億円 600 億円 200 億円 

前回予想（Ｂ） 2 兆 8,700億円 550 億円 200 億円 

変動幅（Ａ－Ｂ） 200億円 50 億円 － 

前年度実績 3 兆  131 億円 531 億円 196 億円 

 

当事業年度（通期・連結）のセグメント別の見通し＊ 

セグメント 売上高 営業損益 見通し 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ 22,300 

(111%) 

100 

(＋338) 

光ディスク装置事業の合弁会社設立等に伴い

増収となり、パソコン事業の構造改革の進展等

によって増益の見通し。 

電子デバイス 13,400 

(104%) 

1,050 

(△120) 

NAND 型フラッシュメモリの価格低下の影響を

中心に減益の見通し。 

社会インフラ 17,900 

(104%) 

600 

(＋14) 

海外での火力プラントの売上増等によって増

収増益の見通し。 

家庭電器 6,600 

(104%) 

50 

(＋15) 

空調事業の改善を中心に、増益の見通し。 

その他 3,700 

(78%) 

100 

(△88) 

芝浦メカトロニクス㈱等の持分法適用会社へ

の移行などにより減収減益の見通し。 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間消去 △5,200 0 

(△5) 

 

          － 

合計 58,700 

(105%) 

1,900 

(＋154) 

 

          － 

単位：億円、（ ）内 前年比較 



 

 －連 9－ 

 

財政状態について 

 

当該中間期の財政状況 

 

・ 総資産は 4 兆 5,365 億円で前年度末に比べ 743 億円増加しました。 

・ 資本の部の合計は、7,741 億円で前年度末に比べ 191 億円増加しました。これにより、

株主資本比率は 17.1％と前年度末に比べ 0.2 ポイントの改善となりました。 

・ 借入金・社債残高は前年度末に比べて 54 億円増加し、1 兆 2,049 億円となりました。 

・ D/E レシオは 156％となり、前年度末に比べて 3 ポイントの改善となりました。 

・ フリー・キャッシュ・フローは 185 億円のプラスとなりました。前年同期に比べ 3 億

円の減少となっています。 

 

キャッシュ･フロー指標のトレンド 

 

 2002 年 

中間期 

2002 年 

通期 

2003 年 

中間期 

2003 年 

通期 

2004 年 

中間期 

株主資本比率(%) 12.6 10.9 10.5 16.9 17.1 

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率(%) 23.2 19.2 29.9 34.0 28.7 

債務償還年数（年） 11.7 6.4 6.5 4.4 4.8 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ（倍） 4.8 8.5 9.1 11.6 12.3 

 

株主資本比率：株主資本／総資産  

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：借入金・社債残高（期首・期末平均）／営業活動によるキャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い 

株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後期末発行済株式数により算出しています。 

 

 

＊（注意事項） 

本決算短信に記載されている事項には、当社の将来についての計画や戦略、業績に関する予

想及び見通しの記述が含まれています。これらの記述は、当社が現時点で把握可能な情報か

ら判断した想定及び所信に基づく当社の予測です。実際の業績は、多様なリスクや不確実性

により、当社の予測とは大きく異なる可能性がありますので、ご承知おきください。なお、

リスクのうち主なものは連 3 頁に記載していますが、これに限られるものではありません。 



㈱東芝　連結

（企業集団の状況）
　　　当グループは、当社、連結子会社３１７社及び持分法適用会社６７社（２００４年９月３０日現在）を中心に構成され、デジタルプロダクツ、電子デバイス、

社会インフラ、家庭電器及びその他の５部門に関係する事業を主として行っており、その製品はあらゆる種類にわたっている。当グループにおける主要な関係
会社の事業の系統は、概ね図のとおりである。

得        　  　　意　 　         　先

製造販売会社 販売会社
☆ 東芝メディア機器(株) ☆ 東芝情報機器(株)
☆ 東芝サムスン ストレージ･テクノロジー(株) ☆ 東芝デジタルメディアネットワーク台湾社
☆ 東芝テック(株） ☆ 東芝システム・フランス社

デ ☆ 大連東芝テレビジョン社 ☆ 東芝テックフランス画像情報システム社
ジ ☆ テックシンガポール社 ☆ 東芝テック英国画像情報システム社
タ ☆ 東芝アメリカビジネスソリューション社 ※ オーディオボックスコミュニケーションズ社
ル ☆ 東芝アメリカ家電社
プ ☆ 東芝アメリカ情報システム社
ロ ☆ 東芝システム欧州社
ダ ☆ 東芝情報システム英国社
ク ☆ 東芝サムスン ストレージ･テクノロジー韓国社
ツ ☆ 東芝テックヨーロッパ画像情報システム社

※ センプ東芝アマゾナス社

製造会社
☆ 東芝情報機器杭州社
☆ 東芝情報機器フィリピン社

製造販売会社 販売会社
☆ (株)エイ・ティーバッテリー ☆ (株)デバイスリンク
☆ 東芝エルエスアイ・パッケージソリューション(株) ☆ 東芝デバイス(株）
☆ 東芝松下ディスプレイテクノロジー(株） ☆ 東芝アメリカ電子部品社
☆ アドバンスト・フラット・パネル・ディスプレイ社 当 ☆ 東芝エレクトロニクス・アジア社
※ 松下東芝映像ディスプレイ(株） ☆ 東芝エレクトロニクス・ヨーロッパ社

電 ※ 北京・松下ディスプレイデバイス(有） ☆ 東芝エレクトロニクス韓国社
子 ※ ＭＴ映像ディスプレイ マレーシア(株）
デ ※ ＭＴ映像ディスプレイ タイ(株）
バ ※ ＭＴ映像ディスプレイ アメリカ(オハイオ)(株）
イ ※ ＭＴ映像ディスプレイ インドネシア(株）
ス ※ ディスプレイディバイス・インドネシア社

製造会社
☆ 岩手東芝エレクトロニクス(株）
☆ 加賀東芝エレクトロニクス(株） 会
☆ 東芝エレクトロニクス・マレーシア社
※ ＭＴ映像ディスプレイ アメリカ(ニューヨーク)(株）

製造販売会社 エンジニアリング・サービス他
☆ 東芝エレベータ(株) ☆ (株)アイティーサービス
☆ 東芝メディカルシステムズ(株） ☆ ジョイントフュエル(株)
☆ パシフィック・フュエル・セル・キャピタル社 ☆ 東芝医用ファイナンス(株)

社 ☆ 東芝インターナショナル米国社 ☆ 東芝プラントシステム(株）
会 ※ ＮＥＣ東芝スペースシステム(株) ☆ 東芝ソリューション(株)
イ ※ 西芝電機(株) ☆ 東芝アメリカＭＲＩ社
ン ※ ティーエム・ティーアンドディー（株）
フ ※ 東芝三菱電機産業システム(株) 社 販売会社
ラ ※ ジーイー東芝タービンコンポーネンツメキシコ社 ☆ 東芝産業機器システム(株)

☆ 東芝アメリカメディカルシステム社
☆ 東芝情報・重電システム台湾社
☆ 東芝メディカルシステムズ・ヨーロッパ社
※ ティーエムジーイー・オートメーションシステムズ米国社

製造販売会社 販売会社
☆ ハリソン東芝ライティング(株) ☆ 東芝キヤリア空調システムズ（株）
☆ 東芝キヤリア(株) ☆ 東芝コンシューママーケティング(株)
☆ 東芝ホームテクノ(株) ☆ 東芝電材マーケティング（株）

家 ☆ 東芝ライテック(株)
庭 ※ 広東美芝コンプレッサー社
電 ※ 東芝キヤリア・タイ社
器 ※ 東芝キヤリア英国社

製造会社
☆ 東芝家電製造(株)
☆ 東芝家電製造タイ社
☆ 東芝大連社

製造販売会社 サービス他
☆ 東芝コンプレッサ台湾社 ☆ 東芝不動産(株)
※ ジーイー東芝シリコーン(株) ☆ 東芝キャピタル(株）
※ 芝浦メカトロニクス(株) ☆ 東芝物流(株)
※ (株)トプコン ☆ 東芝トレーディング(株）

そ ※ 東芝セラミックス(株) ☆ 東芝国際調達台湾社
※ 東芝機械(株) ☆ 東芝中国社

の ☆ 東芝アメリカキャピタル社
☆ 東芝アメリカ社

他 ☆ 東芝アジア・パシフィック社
☆ 東芝キャピタル・アジア社
☆ 東芝インターナショナルファイナンス・オランダ社
☆ 東芝インターナショナルファイナンス英国社
※ イーピー放送(株)
※ イーピー(株)
※ (株)メディアサーブ
※ モバイル放送(株)
※ 東芝ファイナンス(株)
※ 東芝総合ファイナンス(株)

　製品の流れ

　エンジニアリング・サービス他

なお、上記のうち、国内の証券市場に上場している子会社と公開市場は以下のとおりである。
東芝テック（株）　　　　　　　　　　　東京証券取引所
東芝プラントシステム（株）　　　　　　東京証券取引所

☆　連結子会社

※　持分法適用会社

－連 10－



㈱東芝　連結

比 較 連 結 損 益 計 算 書

１．上半期（９月３０日に終了した６ヶ月間） （単位：百万円）

2004年度上半期 2003年度上半期 2003 年 度

  2004年4月1日～   2003年4月1日～   2003年4月1日～

2004年9月30日  2003年9月30日  2004年3月31日  

(A) (B)

2,781,801 2,608,316 173,485 107
％

5,579,506 

2,043,280 1,918,769 124,511 106 4,075,336 

売 上 総 利 益 738,521 689,547 48,974 107 1,504,170 

％ 26.5 26.4 0.1 27.0 

687,840 701,546 △13,706 98 1,329,584 

営 業 損 益 50,681 △11,999 62,680    - 174,586 

％ 1.8 △0.5 2.3 3.1 

30,307 52,016 △21,709 58 98,864 

受 取 利 子 1,882 1,523 359 124 3,196 

受 取 配 当 金 2,088 3,061 △973 68 7,274 

雑 収 入 26,337 47,432 △21,095 56 88,394 

59,512 57,618 1,894 103 128,409 

支 払 利 子 10,114 10,485 △371 96 20,832 

雑 損 失 49,398 47,133 2,265 105 107,577 

△29,205 △5,602 △23,603    - △29,545 

21,476 △17,601 39,077    - 145,041 

％ 0.8 △0.7 1.5 2.6 

9,757 9,831 △74 99 102,237 

3,416 △1,872 5,288    - 4,708 

76 △6,615 6,691    - △9,271 

8,379 △32,175 40,554    - 28,825 

％ 0.3 △1.2 1.5 0.5 

持 分 法 に よ る 損 益

当 期 純 損 益

営 業 外 費 用

営 業 外 損 益

税 引 前 損 益

法 人 税 等

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

少数株主損益（控除）

摘　　　　　　要 (A)-(B) (A)/(B)

売 上 高

－連 11－



㈱東芝　連結

２．第２四半期（９月３０日に終了した３ヶ月間）（監査対象外） （単位：百万円）

2004年度第2四半期 2003年度第2四半期

  2004年7月1日～   2003年7月1日～

2004年9月30日  2003年9月30日  

(A) (B)

1,533,892 1,491,090 42,802 103 
％

1,141,226 1,099,037 42,189 104 

売 上 総 利 益 392,666 392,053 613 100 

％ 25.6 26.3 △0.7 

356,128 362,742 △6,614 98 

営 業 損 益 36,538 29,311 7,227 125 

％ 2.4 2.0 0.4 

15,666 42,025 △26,359 37 

受 取 利 子 1,101 752 349 146 

受 取 配 当 金 87 542 △455 16 

雑 収 入 14,478 40,731 △26,253 36 

30,985 38,027 △7,042 81 

支 払 利 子 5,101 5,128 △27 99 

雑 損 失 25,884 32,899 △7,015 79 

△15,319 3,998 △19,317        -  

21,219 33,309 △12,090 64 

％ 1.4 2.2 △0.8 

4,645 24,740 △20,095 19 

408 △682 1,090 -  

△8 △4,579 4,571 -  

16,158 4,672 11,486 346 

％ 1.1 0.3 0.8 

持 分 法 に よ る 損 益

当 期 純 損 益

営 業 外 損 益

税 引 前 損 益

法 人 税 等

少 数 株 主 損 益 ( 控 除 )

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

摘　　　　　　要 (A)-(B) (A)/(B)

売 上 高

－連 12－



㈱東芝　連結

比 較 連 結 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

2004年度上半期末 2003 年 度 末

(2004年9月30日現在) (2004年3月31日現在)

(A) (B)

2,400,185 2,352,419 47,766 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 323,269 319,277 3,992 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 959,813 1,036,158 △76,345 

短 期 金 融 債 権 16,911 17,271 △360 

棚 卸 資 産 700,255 629,044 71,211 

そ の 他 の 流 動 資 産 399,937 350,669 49,268 

19,585 21,808 △2,223 

31,065 29,887 1,178 

385,837 389,292 △3,455 

1,142,441 1,118,245 24,196 

557,400 550,549 6,851 

4,536,513 4,462,200 74,313 

2,208,476 2,199,628 8,848 

短 期 借 入 金 457,341 497,532 △40,191 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 892,982 877,421 15,561 

そ の 他 の 流 動 負 債 858,153 824,675 33,478 

596,501 601,566 △5,065 

818,268 770,217 48,051 

139,211 135,799 3,412 

774,057 754,990 19,067 

資 本 金 274,926 274,926 0 

資 本 剰 余 金 285,736 285,736 0 

利 益 剰 余 金 479,956 481,227 △1,271 

そ の 他 の 包 括 損 益 累 計 額 △265,354 △285,894 20,540 

自 己 株 式 △1,207 △1,005 △202 

4,536,513 4,462,200 74,313 

未 実 現 有 価 証 券 評 価 益 25,723 26,825 △1,102 

外 貨 換 算 調 整 額 △63,179 △79,290 16,111 

最 小 年 金 負 債 調 整 額 △227,286 △234,283 6,997 

未実現デリバティブ評価損益 △612 854 △1,466 

1,204,931 1,199,456 5,475 

負 債 ・ 資 本 計

そ の 他 の 包 括 損 益 累 計 額 内 訳

借 入 金 ・ 社 債 残 高

未 払 退 職 及 び 年 金 費 用

長期借入金及びその他の固定負債

少 数 株 主 持 分

資 本

そ の 他 の 資 産

資 産 計

（ 負 債 ・ 資 本 の 部 ）

流 動 負 債

長 期 受 取 債 権

長 期 金 融 債 権

投 資 等

有 形 固 定 資 産

摘 　　　　　 要 (A)-(B)

（ 資　　産　　の　　部 ）

流 動 資 産
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㈱東芝　連結

連 結 資 本 勘 定 計 算 書

（2003年度上半期） （単位：百万円）

摘 　　　　　 要 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 合　計

274,926 285,736 462,058 △450,775 △881 571,064 

包  括  損  益

△32,175 △32,175 

未 実 現 有 価 証 券 評 価 益 5,839 5,839 

外 貨 換 算 調 整 額 △12,571 △12,571 

最 小 年 金 負 債 調 整 額 2,898 2,898 

未実現デリバティブ評価損益 2,381 2,381 

包  括  損  益 △33,628 

△9,656 △9,656 

2 △251 △249 

274,926 285,738 420,227 △452,228 △1,132 527,531 

（2004年度上半期）

摘 　　　　　 要 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 合　計

274,926 285,736 481,227 △285,894 △1,005 754,990 

包  括  損  益

8,379 8,379 

未 実 現 有 価 証 券 評 価 益 △1,102 △1,102 

外 貨 換 算 調 整 額 16,111 16,111 

最 小 年 金 負 債 調 整 額 6,997 6,997 

未実現デリバティブ評価損益 △1,466 △1,466 

包  括  損  益 28,919 

△9,650 △9,650 

△202 △202 

274,926 285,736 479,956 △265,354 △1,207 774,057 

（2003年度）

摘 　　　　　 要 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 合　計

274,926 285,736 462,058 △450,775 △881 571,064 

包  括  損  益

28,825 28,825 

未 実 現 有 価 証 券 評 価 益 11,189 11,189 

外 貨 換 算 調 整 額 △19,701 △19,701 

最 小 年 金 負 債 調 整 額 170,786 170,786 

未実現デリバティブ評価損益 2,607 2,607 

包  括  損  益 193,706 

△9,656 △9,656 

△124 △124 

274,926 285,736 481,227 △285,894 △1,005 754,990 

自 己 株 式 の 取 得 及 び 売 却

2004 年 3 月 31 日 現 在 残 高

2003 年 3 月 31 日 現 在 残 高

当 期 純 損 益

その他の包括損益、税効果控除後

配 当 金

自 己 株 式 の 取 得 及 び 売 却

2004 年 9 月 30 日 現 在 残 高

その他の
包括損益
累計額

2004 年 3 月 31 日 現 在 残 高

当 期 純 損 益

その他の包括損益、税効果控除後

配 当 金

配 当 金

自 己 株 式 の 取 得 及 び 売 却

2003 年 9 月 30 日 現 在 残 高

その他の
包括損益
累計額

その他の
包括損益
累計額

2003 年 3 月 31 日 現 在 残 高

当 期 純 損 益

その他の包括損益、税効果控除後

－連 14－



㈱東芝　連結

比較連結キャッシュ･フロ－計算書

上半期（９月３０日に終了した６ヶ月間） （単位：百万円）

2004年度上半期 2003年度上半期

  2004年4月1日～   2003年4月1日～

2004年9月30日  2003年9月30日  

(A) (B)

Ⅰ

１． 8,379 △32,175 40,554 

減 価 償 却 費 113,221 117,768 △4,547 

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 2,758 10,568 △7,810 

受 取 債 権 の 増 減 88,702 213,144 △124,442 

棚 卸 資 産 の 増 減 △63,171 △93,144 29,973 

支 払 債 務 の 増 減 6,926 △67,510 74,436 

そ の 他 △32,204 △22,177 △10,027 

２． 116,232 158,649 △42,417 

124,611 126,474 △1,863 

Ⅱ

１． 31,351 49,133 △17,782 

２． △127,171 △104,565 △22,606 

３． △4,660 △41,530 36,870 

４． 2,155 9,995 △7,840 

５． △7,755 △20,716 12,961 

△106,080 △107,683 1,603 

Ⅰ+Ⅱ 18,531 18,791 △260 

Ⅲ

１． 188,481 139,843 48,638 

２． △82,786 △125,781 42,995 

３． △111,870 △52,797 △59,073 

４． △10,377 △10,876 499 

５． △4,849 △428 △4,421 

△21,401 △50,039 28,638 

Ⅳ 6,862 △4,751 11,613 

Ⅴ 3,992 △35,999 39,991 

Ⅵ 319,277 327,098 △7,821 

Ⅶ 323,269 291,099 32,170 

摘　　  　　　　　要 (A)-(B)

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

当 期 純 損 益

営業活動によるキャッシュ･フローへの調整

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

有形固定資産及び投資有価証券の売却収入

有 形 固 定 資 産 の 購 入

投 資 有 価 証 券 の 購 入

関 連 会 社 に 対 す る 投 資 等 の 増 減

そ の 他

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

長 期 借 入 金 の 借 入

長 期 借 入 金 の 返 済

短 期 借 入 金 の 増 減

そ の 他

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

配 当 金 の 支 払

為替変動の現金及び現金同等物への影響額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 純 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高
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㈱東芝　連結

 セ グ メ ン ト 情 報 
(事業の種類別セグメント)

１．上半期（９月３０日に終了した６ヶ月間） （単位：百万円）

2004年度上半期(A) 2003年度上半期(B) 2003 年 度

  2004年4月1日～   2003年4月1日～   2003年4月1日～

2004年9月30日  2003年9月30日  2004年3月31日  

(構成比％) (構成比％) (構成比％)

1,064,869 956,793 108,076 111
％

2,009,395 

(35) (33) (2) (33) 

683,731 627,467 56,264 109 1,283,588 

(23) (22) (1) (21) 

765,355 730,034 35,321 105 1,714,136 

(25) (25) (-) (28) 

329,983 313,467 16,516 105 637,282 

(11) (11) (-) (10) 

179,954 252,861 △72,907 71 472,744 

(6) (9) (△3) (8) 

3,023,892 2,880,622 143,270 105 6,117,145 

(100) (100) (100) 

消 去 △242,091 △272,306 30,215 - △537,639 

連 結 2,781,801 2,608,316 173,485 107 5,579,506 

デジタルプロダクツ △12,838 △28,149 15,311 - △23,810 

電 子 デ バ イ ス 67,421 26,595 40,826 254 117,002 

社 会 イ ン フ ラ △8,681 △15,131 6,450 - 58,637 

家 庭 電 器 △7 △4,709 4,702 - 3,474 

そ の 他 4,124 9,207 △5,083 45 18,845 

計 50,019 △12,187 62,206 - 174,148 

消 去 662 188 474 - 438 

連 結 50,681 △11,999 62,680 - 174,586 

(A)/(B)

売

上

高

デジタルプロダクツ

電 子 デ バ イ ス

社 会 イ ン フ ラ

計

摘　　　　　　要

営

業

損

益

家 庭 電 器

そ の 他

(A)-(B)
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㈱東芝　連結

２．第２四半期（９月３０日に終了した３ヶ月間）（監査対象外） （単位：百万円）

2004年度第2四半期(A) 2003年度第2四半期(B)

  2004年7月1日～   2003年7月1日～

2004年9月30日  2003年9月30日  

(構成比％) (構成比％)

577,772 525,718 52,054 
％

(35) (32) (3) 

353,697 340,466 13,231 

(21) (21) (-) 

461,347 464,290 △2,943 

(28) (28) (-) 

174,064 157,597 16,467 

(10) (10) (-) 

94,985 141,541 △46,556 

(6) (9) (△3) 

1,661,865 1,629,612 32,253 

(100) (100) 

消 去 △127,973 △138,522 10,549 -

連 結 1,533,892 1,491,090 42,802 103

デジタルプロダクツ △2,240 △10,803 8,563 -

電 子 デ バ イ ス 28,651 19,612 9,039 146

社 会 イ ン フ ラ 7,081 17,039 △9,958 42

家 庭 電 器 2,712 △3,230 5,942 -

そ の 他 229 6,996 △6,767 3

計 36,433 29,614 6,819 123

消 去 105 △303 408 -

連 結 36,538 29,311 7,227 125

（注）1.セグメント情報は、日本の財務会計基準に準拠している。
2.各部門の売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めて表示している。

計 102

営

業

損

益

家 庭 電 器 110

そ の 他 67

摘　　　　　　要 (A)-(B) (A)/(B)

売

上

高

デジタルプロダクツ 110

電 子 デ バ イ ス 104

社 会 イ ン フ ラ 99
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 セ グ メ ン ト 情 報 
(所在地別セグメント)

上半期（９月３０日に終了した６ヶ月間） （単位：百万円）

2004年度上半期(A) 2003年度上半期(B) 2003 年 度

  2004年4月1日～   2003年4月1日～   2003年4月1日～

2004年9月30日  2003年9月30日  2004年3月31日  

(構成比％) (構成比％) (構成比％)
％

(63) (67) (△4) (67) 

697,787 558,342 139,445 125 1,186,193 

(19) (16) (3) (16) 

369,642 333,094 36,548 111 686,883 

(10) (10) (-) (9) 

277,018 218,806 58,212 127 504,404 

(7) (6) (1) (7) 

30,843 30,322 521 102 59,749 

(1) (1) (-) (1) 

3,767,347 3,443,197 324,150 109 7,373,108 

(100) (100) (100) 

消 去 △985,546 △834,881 △150,665 - △1,793,602 

連 結 2,781,801 2,608,316 173,485 107 5,579,506 

日 本 35,308 △12,345 47,653 - 148,729 

ア ジ ア 10,321 3,478 6,843 297 13,368 

北 米 6,782 △270 7,052 - 6,599 

欧 州 537 △2,793 3,330 - 3,875 

そ の 他 212 △462 674 - 756 

計 53,160 △12,392 65,552 - 173,327 

消 去 △2,479 393 △2,872 - 1,259 

連 結 50,681 △11,999 62,680 - 174,586 

（注）1.セグメント情報は、日本の財務会計基準に準拠している。
2.各部門の売上高は、セグメント間の内部売上高を含めて表示している。

4,935,879 

北 米

ア ジ ア

日 本 2,392,057 2,302,633 89,424 104

営

業

損

益

売

上

高

(A)-(B) (A)/(B)摘　　　　　　要

計

欧 州

そ の 他
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 セ グ メ ン ト 情 報 
(海外売上高)

１．上半期（９月３０日に終了した６ヶ月間） （単位：百万円）

2004年度上半期(A) 2003年度上半期(B) 2003　年　度

  2004年4月1日～   2003年4月1日～   2003年4月1日～

2004年9月30日  2003年9月30日  2004年3月31日  

（構成比％） （構成比％） （構成比％）

490,127 390,617 99,510 125
％

829,914 

(18) (15) (3) (15) 

(14) (13) (1) (13) 

274,167 222,633 51,534 123 517,235 

(10) (9) (1) (9) 

118,868 56,372 62,496 211 122,346 

(4) (2) (2) (2) 

1,278,736 1,014,432 264,304 126 2,179,603 

(46) (39) (7) (39) 

2,781,801 2,608,316 173,485 107 5,579,506 

(100) (100) (100) 

２．第２四半期（９月３０日に終了した３ヶ月間）（監査対象外）

2004年度第2四半期(A) 2003年度第2四半期(B)

  2004年7月1日～   2003年7月1日～

2004年9月30日  2003年9月30日  

（構成比％） （構成比％）

261,697 230,942 30,755 113
％

(17) (16) (1) 

(15) (14) (1) 

154,383 125,652 28,731 123

(10) (8) (2) 

76,962 35,640 41,322 216

(5) (2) (3) 

724,655 594,370 130,285 122

(47) (40) (7) 

1,533,892 1,491,090 42,802 103

(100) (100) 

（注）1.セグメント情報は、日本の財務会計基準に準拠している。
2.海外売上高は、販売先の所在地に基づいている。

710,108 115

231,613 202,136 29,477 115

(A)/(B)

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

欧 州

そ の 他

北 米

ア ジ ア

連 結 売 上 高

(A)-(B)摘 要

そ の 他

海 外 売 上 高

ア ジ ア

欧 州

(A)-(B) (A)/(B)

北 米 395,574 344,810 50,764 

摘 要
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㈱東芝　連結

連結財務諸表作成の基本となる事項

当社の連結決算は米国会計基準に準拠している。

１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数及び主要会社名　  　： 317社(東芝ﾃｯｸ㈱,東芝ﾌﾟﾗﾝﾄｼｽﾃﾑ㈱　他)

持分法適用会社数及び主要会社名：  67社(芝浦ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ㈱,東芝機械㈱,東芝ｾﾗﾐｯｸｽ㈱,㈱ﾄﾌﾟｺﾝ　他)

２．主な異動状況

連 　結：  2社減 (新規13社) 東芝ﾓｰﾙﾄﾞﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ（株） 他

(除外15社) 川崎ｴｽﾃｰﾄ管理(株)　他

持分法：  3社増 (新規 3社) (株)ﾉｰﾊﾞｽﾌﾗｯｼｭﾒﾃﾞｨｱ　他

３．主要な会計方針の要約

　(1)有価証券

　米国財務会計基準書第115号「特定の負債証券及び持分証券投資の会計処理」を適用しており､売却可能有価証

券に区分された負債証券及び公正価値が容易に算定できる持分証券は､公正価値で計上している。未実現有価証

券評価益(税効果控除後)は､資本の部のその他の包括損益累計額に含めて表示している。

　(2)棚卸資産

　棚卸資産は低価法によって評価している。取得価額は､原材料並びに在庫販売目的の製品及び仕掛品について

は主として平均法により､注文販売目的の製品及び仕掛品については累積製造原価によって評価している。

　(3)有形固定資産及び減価償却費

　有形固定資産は取得価額により計上しており､減価償却費は主として定率法で計算している。

　資産の帳簿価額を回収できないと判定された場合は公正価値に基づき評価損を計上している。

　(4)法人税等

　繰延税金は､税務上と財務会計上の資産及び負債の認識､測定上の一時的差異等について､標準実効税率を用

いて､税効果額を認識するために計上している。

　(5)未払退職及び年金費用

　当会社及び子会社は､従業員を対象とした種々の退職金及び退職年金制度を有しており､当該制度での勤務費

用を未払計上している。退職金制度の改訂によって生じた過去勤務費用は､給付を受けると予想される従業員の

平均残存勤務期間にわたって償却している。
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㈱東芝　連結

有 価 証 券 の 時 価 等

（連結財務諸表に関するもの）

（単位：百万円）

取得原価 未実現保有損益 公正価額

２００４年９月３０日現在

　売却可能有価証券

株　　　　　式

負　債　証　券

合　　　計

２００４年３月３１日現在

　売却可能有価証券

株　　　　　式

負　債　証　券

合　　　計

＊免責条項

52,664 42,753 95,417 

1,339 0 1,339 

54,003 42,753 96,756 

49,838 43,634 93,472 

1,420 2 1,422 

51,258 43,636 94,894 

　この資料には、業績に関する予想及び見通しの記述が含まれております。
それらにつきましては、各資料の作成時点においての経営環境や事業方針などの一定
の前提に基づいて作成しております。従って、実際の業績は、様々な要素により、こ
れらの業績見通しとは異なる結果になりうることをご承知おきください。

（個別財務諸表に関するもの）

　関係会社株式で時価のあるもの （単位：百万円）

貸借対照表
計 上 額

時　　価 差　　額
貸借対照表
計 上 額

時　　価 差　　額

99,456 165,819 66,362 100,348 193,142 92,794 

２００４年９月３０日現在 ２００４年３月３１日現在
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平成 17年 3月期　　個別中間財務諸表の概要 平成16年10月29日

株式会社　東芝 上場取引所

6502 本社所在都道府県 東京都

（ＵＲＬ  http://www.toshiba.co.jp/  ）

役職名 代表執行役社長 氏名 岡村　正
役職名 広報室長 氏名 長谷川 直人 ＴＥＬ  (03)3457－2100

決算取締役会開催日　平成16年10月29日 有

中間配当支払開始日　平成16年12月 7日 有(１単元 1,000 株)

１．16年9月中間期の業績（平成16年4月1日～平成16年9月30日）

(1)経営成績

(注)①期中平均株式数 16年9月中間期 株   15年9月中間期 株　    
16年3月期     株　    

    ②会計処理の方法の変更　　 無
    ③売上高、営業損益、経常損益、中間（当期）純損益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

(3)財政状態

(注)①期末発行済株式数 16年9月中間期 株   15年9月中間期 株　    
16年3月期     株　    

    ②期末自己株式数 16年9月中間期 株   15年9月中間期 株　    

 16年3月期     株　    

２．17年3月期の業績予想（平成16年4月1日～平成17年3月31日）

(参考)１株当たり予想当期純損益(通期)
(注)①現時点での配当の予想は行っておりません。
    ②上記の予想は、作成時点においての経営環境や事業方針などの一定の前提に基づいて作成しており、実
      際の業績は様々な要素により、これらの業績見通しとは異なる結果となる可能性があります。業績予想
      の前提となる想定等につきましては、中間決算短信（連結）の定性的情報の項をご参照ください。

16年3月期

円　　銭

16年9月中間期

19,683 6.12
15年9月中間期 △0.77△2,466

2.00

（当期）純損益

40,304

16年3月期

16年9月中間期

16年9月中間期
15年9月中間期

％

2,272 － 0.71
－

１株当たり１株当たり

－△14,014△29,052 －

3,218,135,237

百万円

2,683,423
2,224,121

１株当たり年間配当金
期　末

当期純損益

2,495,391

3,216,531,774
222.71

220.31

中間（当期）純損益
１株当たり中間

53,190

2,567,961

3,216,343,742

27.6

通 期
百万円 百万円

20,000 

1,332,034

3,013,164

売　上　高

△8.7

営業損益

百万円 百万円

21,489

22銭

716,424

百万円

60,000 

6円

2,890,000 

16年9月中間期
15年9月中間期
16年3月期

コ ー ド 番 号

代 表 者
問合せ先責任者

東 大 名 福 札

％

15,227 －

経常損益

百万円

単元株制度採用の有無

中間配当制度の有無

上 場 会 社 名

総　資　産 株主資本比率

％

－
％

3,217,565,383

1,459,616 △6.1

円　　銭

－ －

売　上　高

円　　銭

経常損益

3,216,803,044

2,587,721

708,596

3,216,581,475

円　　銭円　　銭

0.00

691,7162,802,670

年間配当金

27.7

株 主 資 本

24.715年9月中間期
16年3月期

215.05

中間配当金

円　　銭％

１株当たり株主資本

百万円 百万円

3.00

－単　１－

 



(株)東芝　単独

（単位：百万円）

2004年度上半期 2003年度上半期 2003 年 度

 2004年4月1日～  2003年4月1日～  2003年4月1日～

 2004年9月30日   2003年9月30日   2004年3月31日  

(A) (B)

経 常 損 益 の 部 ％

1,332,034 1,459,616 △127,582 91 3,013,164 

1,059,345 1,179,933 △120,588 90 2,416,044 

251,199 308,735 △57,536 81 556,814 

21,489 △29,052 50,541       - 40,304 

1.6  △2.0  3.6  1.3  

(30,911) (48,513) (△17,602) (64) (76,871)

289 281 8 103 639 

14,138 33,969 △19,831 42 50,446 

16,483 14,263 2,220 116 25,786 

(37,173) (33,476) (3,697) (111) (63,985)

4,856 5,715 △859 85 11,062 

32,316 27,760 4,556 116 52,923 

(△6,262) (15,037) (△21,299)      (-) (12,886)

15,227 △14,014 29,241       - 53,190 

1.1  △1.0  2.1  1.8  

特 別 損 益 の 部

(11,910) (26,130) (△14,220) (46) (60,799)

6,064 26,130 △20,066 23 49,140 

5,845 0 5,845       - 11,659 

(29,541) (13,955) (15,586) (212) (48,776)

21,229 13,955 7,274 152 23,065 

8,311 0 8,311       - 15,311 

0 0 0       - 10,400 

(△17,630) (12,174) (△29,804)      (-) (12,023)

△2,403 △1,839 △564       - 65,214 

△0.2  △0.1  △0.1  2.2  

△1,078 647 △1,725       - △2,594 

△3,597 △20 △3,577       - 48,124 

2,272 △2,466 4,738       - 19,683 

0.2  △0.2  0.4  0.7  

134,489 129,449 5,040 104 129,449 

29 0 29       - 0 

△2 0 △2       - △50 

136,790 126,982 9,808 108 149,082          

（注）１．投資有価証券等売却益6,064百万円は、投資有価証券売却益3,991百万円及び関係会社株式

　　　　　等の売却益2,073百万円である。

　　　２．投資有価証券等評価損21,229百万円は、関係会社株式等の評価損19,771百万円及び投資有

　　　　　価証券等の評価損1,458百万円である。

(A)-(B) (A)/(B)摘　　　　要

営 業 損 益

％

％

経 常 損 益

営 業 外 費 用

受 取 配 当 金

雑 収 入

支 払 利 子

雑 損 失

営 業 外 損 益

　比　較　損　益　計　算　書　

受 取 利 子

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 益 の 部

営 業 外 収 益

営 業 外 損 益 の 部

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 損 益

％

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 等 売 却 益

当 期 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 損 益

合併による未処分利益受入額

自 己 株 式 処 分 差 損

％

当 期 純 損 益

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

事 業 構 造 改 善 費 用

法人税、住民税及び事業税

－単　2－



(株)東芝　単独

（単位：百万円）

2004年度上半期末 2003 年 度 末 2004年度上半期末 2003 年 度 末

  2 0 0 4 年   2 0 0 4 年   2 0 0 4 年   2 0 0 4 年

9月30日現在 3月31日現在 9月30日現在 3月31日現在

(A) (B) (A) (B)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 (1,026,158) (1,068,962) (1,030,322) (1,089,727) (△59,405)

57,262 60,573 443,795 498,551 △54,756 

340,857 430,954 110,823 179,648 △68,825 

80,000 63,000 0 20,000 △20,000 

290,796 249,125 136,586 64,194 72,392 

25,664 37,487 99,414 116,094 △16,680 

67,841 56,874 2,014 559 1,455 

194,860 208,510 237,689 210,679 27,010 

△31,124 △37,564 (829,042) (781,569) (47,473)

固 定 資 産 (1,541,802) (1,518,759) 428,521 367,230 61,291 

467,567 441,331 178,000 188,000 △10,000 

37,911 36,185 (222,457) (226,270) (△3,813)

(1,036,324) (1,041,242) 220,203 225,024 △4,821 

投 資 有 価 証 券 108,513 107,370 2,254 1,246 1,008 

関係会社株式及び出資金 605,796 614,030 62 69 △7 

長 期 貸 付 金 63,428 50,434 負債の部合計 1,859,365 1,871,297 △11,932 

繰 延 税 金 資 産 201,193 208,372 

その他投資その他の資産 57,897 61,528 資 本 の 部

貸 倒 引 当 金 △506 △494 資  本  金 274,926 274,926 0 

資  本  剰  余  金 (262,650) (262,650) (0)

262,650 262,650 0 

利  益  剰  余  金 (155,235) (162,584) (△7,349)

(18,444) (13,502) (4,942)

12,886 13,196 △310 

5,476 187 5,289 

81 118 △37 

136,790 149,082 △12,292 

その他有価証券評価差額金 16,990 17,267 △277 

自己株式 △1,207 △1,005 △202 

資本の部合計 708,596 716,424 △7,828 

資 産 合 計 2,567,961 2,587,721 負債・資本合計 2,567,961 2,587,721 △19,760 

853,930 819,073 34,857 

（注）１．保証債務及び保証類似行為 （2004年度上半期末） （2003年度末） 351,996 

　　　２．有形固定資産減価償却累計額 （2004年度上半期末） （2003年度末） 1,350,834 

(A)-(B)摘　　　要(A)-(B)

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

(23,043)

26,236 

1,726 

当 期 未 処 分 利 益

資 本 準 備 金

任 意 積 立 金

圧 縮 記 帳 積 立 金

特 別 償 却 準 備 金

ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ 等 準 備 金

長 期 借 入 金

社 債

(△4,918)

1,143 

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

摘　　　要

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

棚 卸 資 産

有 価 証 券

固 定 負 債

流 動 負 債

△3,311 

△90,097 

17,000 

10,967 

△13,650 

6,440 

(△42,804)

△8,234 

12,994 

41,671 

△11,823 

△19,760 

△7,179 

△3,631 

△12 

比　較　貸　借　対　照　表

311,285 

借入金・社債残高

1,337,616 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ

社 債

前 受 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債
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㈱東芝　単独

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　市場価格のある有価証券の評価基準は時価法、評価方法は移動平均法によっている。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　製品及び半製品は個別法による原価法又は移動平均法による低価法、仕掛品は個別法による

　　原価法又は総平均法による低価法、材料は移動平均法による原価法又は低価法によっている。

３．有形固定資産の減価償却の方法

　　定率法を採用しているが、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）に

　　ついては、定額法を採用している。

　　なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が３～50年、機械及び装置が３～18年である。

－単　4－



㈱東芝

 １. 決算概要

連結 （単位：億円）

2002年度 2003年度 2004年度

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込

売上高 26,351 56,558 26,083 55,795 27,818 58,700

前年同期比 105% 105% 99% 99% 107% 105%

営業損益 29 1,155 -120 1,746 507 1,900

税引前損益 -438 531 -176 1,450 215 1,300

当期純損益 -264 185 -322 288 84 500

-8.20円 5.75円 -10.00円 8.96円 2.60円 15.55円

連結会社数（含東芝） 316社 316社 321社 320社 318社 -

期末従業員数（千人） 177 166 167 161 162 -

国内 131 127 126 120 120 -

海外 46 39 41 41 42 -

単独 （単位：億円）

2002年度 2003年度 2004年度

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込

売上高 15,549 34,082 14,596 30,131 13,320 28,900

前年同期比 107% 107% 94% 88% 91% 96%

（うち輸出高） (6,829) (13,972) (5,787) (12,317) (6,816) -

（輸出比率） (44%) (41%) (40%) (41%) (51%) -

経常損益 -224 433 -140 531 152 600

当期純損益 471 833 -25 196 23 200

14.64円 25.90円 -0.77円 6.12円 0.71円 6.22円

2004年10月29日

２００４年度上半期決算　補足資料

基本的一株当たり当期純損益

一株当たり当期純損益

補足-1



㈱東芝　連結

２－①．事業セグメント別売上高

（単位：億円）

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込

　　デジタルプロダクツ 9,966 20,730 9,568 20,094 10,649 22,300

前年同期比 113% 110% 96% 97% 111% 111%

構   成   比 34% 33% 33% 33% 35% 35%

　　電子デバイス 6,318 12,744 6,275 12,836 6,837 13,400

前年同期比 118% 122% 99% 101% 109% 104%

構   成   比 21% 20% 22% 21% 23% 21%

　　社会インフラ 7,592 18,226 7,300 17,141 7,653 17,900

前年同期比 93% 94% 96% 94% 105% 104%

構   成   比 26% 29% 25% 28% 25% 28%

　　家庭電器 3,205 6,336 3,135 6,373 3,300 6,600

前年同期比 95% 97% 98% 101% 105% 104%

構   成   比 11% 10% 11% 10% 11% 10%

　　その他 2,319 4,911 2,528 4,727 1,800 3,700

前年同期比 98% 101% 109% 96% 71% 78%

構   成   比 8% 8% 9% 8% 6% 6%

　　合　　　計 29,400 62,947 28,806 61,171 30,239 63,900

　　消　　　去 -3,049 -6,389 -2,723 -5,376 -2,421 -5,200

　　合    　　　　計 26,351 56,558 26,083 55,795 27,818 58,700

前年同期比 105% 105% 99% 99% 107% 105%

＊過年度実績は当期の区分に合わせて組み替えている。

２－②．事業セグメント別営業損益

（単位：億円）

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込

　　デジタルプロダクツ 94 248 -282 -238 -128 100

　　電子デバイス 58 319 266 1,170 674 1,050

　　社会インフラ -210 392 -151 586 -87 600

　　家庭電器 25 41 -47 35 0 50

　　その他 64 155 92 188 41 100

　　合　　　計 31 1,155 -122 1,741 500 1,900

　　消　　　去 -2 0 2 5 7 0

　　合    　　　　計 29 1,155 -120 1,746 507 1,900

＊過年度実績は当期の区分に合わせて組み替えている。

2004年度

2004年度

2002年度 2003年度

2002年度 2003年度

補足-2



㈱東芝　連結

３．所在地別売上高
（単位：億円）

2002年度 2003年度 2004年度

上半期 通期 上半期 通期 上半期

日　本 22,944 49,431 23,026 49,359 23,921

アジア 5,453 10,853 5,584 11,862 6,978

北　米 4,241 8,047 3,331 6,869 3,696

欧　州 2,253 4,918 2,188 5,044 2,770

その他 294 578 303 597 308

消　去 -8,834 -17,269 -8,349 -17,936 -9,855

合　計 26,351 56,558 26,083 55,795 27,818

４．地域別海外売上高
（単位：億円）

2004年度

上半期 通期 上半期 通期 上半期

　　アジア 3,817 8,378 3,906 8,299 4,901

構 成 比 34% 36% 38% 38% 38%

　　北米 4,535 8,603 3,448 7,101 3,956

構 成 比 41% 37% 34% 32% 31%

　　欧州 2,344 5,096 2,226 5,172 2,741

構 成 比 21% 22% 22% 24% 22%

　　その他 488 1,045 564 1,224 1,189

構 成 比 4% 5% 6% 6% 9%

　　合計 11,184 23,122 10,144 21,796 12,787

海外売上高比率 42% 41% 39% 39% 46%

５．円－ＵＳドル・ユーロ為替レート（平均）
(単位：円)

2002年度 2003年度 2004年度

上半期 通期 上半期 通期 上半期 下半期見込

ＵＳドル 123 122 119 114 109 110

ユーロ 117 118 128 130 133 135

2003年度2002年度
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６．事業セグメント別設備投資
（単位：億円）

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込

　　デジタルプロダクツ - 393 241 379 219 390

前年同期比 - 91% - 96% - 103%

　　電子デバイス - 868 1,005 1,955 1,340 2,150

前年同期比 - 113% - 225% - 110%

　　社会インフラ - 306 179 313 212 370

前年同期比 - 79% - 102% - 118%

　　家庭電器 - 216 146 212 130 240

前年同期比 - 95% - 98% - 113%

　　その他 - 119 65 101 68 150

前年同期比 - 118% - 85% - 148%

　　合    　　　　計 1,107 1,902 1,636 2,960 1,969 3,300

前年同期比 85% 99% 148% 156% 120% 111%

＊発注ベース。

＊過年度実績は当期の区分に合わせて組み替えている。

７．減価償却費
（単位：億円）

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込

減価償却費 1,265 2,608 1,178 2,488 1,132 2,720

前年同期比 75% 80% 93% 95% 96% 109%

８．研究開発費
（単位：億円）

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込

研究開発費 1,662 3,315 1,679 3,367 1,713 3,580

売上高比 6.3% 5.9% 6.4% 6.0% 6.2% 6.1%

前年同期比 104% 102% 101% 102% 102% 106%

2004年度

2004年度

2004年度

2002年度 2003年度

2002年度 2003年度

2002年度 2003年度
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９．パソコン売上高・営業損益・出荷台数

１）売上高・営業損益 （単位：億円）
2004年度

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込
売上高 3,600 7,400 3,356 6,957 3,679 7,530

　前年同期比 - 121% 93% 94% 110% 108%
営業損益 - - -279 -487 -72 0

２）出荷台数 （単位：万台）
2004年度
通期見込

国内 100 110 130
　前年同期比 111% 110% 118%

海外 295 340 420
　前年同期比 126% 115% 124%

合計 395 450 550
　前年同期比 122% 114% 122%

１０．半導体売上高・営業損益・設備投資・売上高内訳・主要製品生産規模

１）売上高・営業損益・設備投資 （単位：億円）
2004年度

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込
売上高 4,065 8,286 4,325 8,988 4,895 9,650

　前年同期比 108% 114% 106% 108% 113% 107%
営業損益 184 654 440 1,184 645 1,000
設備投資 - 660 - 1,680 - 1,790

　前年同期比 - 132% - 255% - 107%

２）売上高内訳 （単位：億円）
2002年度 2003年度 2004年度

通期見込
ディスクリート 2,187 2,191 2,345
システムＬＳＩ 4,240 4,205 4,433
メモリ 1,859 2,592 2,872
合計 8,286 8,988 9,650

３）四半期ベースNAND型フラッシュメモリ生産数量
　　　　（単位：万個／月）

03年9月 04年3月 04年6月 04年9月 04年12月 05年3月
（実） （実） （実） （実） （見） （見）

６４Ｍ 50 40 70 45 40 25
１２８Ｍ 310 300 310 300 345 295
２５６Ｍ 115 200 200 220 230 200
５１２Ｍ 110 170 150 170 245 320
１Ｇ 215 190 290 225 225 325
２Ｇ 50 100 147 190 210 330
４Ｇ 5 6 12 50 110 150
８Ｇ 2 5 15

５１２Ｍ換算　計 925 1,175 1,600 2,000 2,700 3,900

2003年度

2003年度

2002年度

2002年度

2002年度 2003年度
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１１．液晶売上高・営業損益・設備投資

（単位：億円）
2004年度

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込

売上高 1,135 2,350 1,424 2,856 1,564 3,100

　前年同期比 - 188% 125% 122% 110% 109%

営業損益 - -320 -104 -63 81 130

設備投資 - 200 - 200 - 200
　前年同期比 - 57% - 100% - 100%

＊２００２年度の売上高、設備投資の前年度比は、東芝松下ディスプレイテクノロジー（株）設立前

 　の東芝グループの実績に対するものです。

１２．電力・社会システム売上高・営業損益

（単位：億円）
2004年度

上半期 通期 上半期 通期 上半期 通期見込

売上高 4,125 9,775 3,552 8,612 3,888 9,000

　前年同期比 95% 93% 86% 88% 109% 105%
営業損益 -56 292 -141 95 -126 250

2002年度

2002年度 2003年度

2003年度
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